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官民連携事業の対象地域

奈良市

奈良市
（市街地地域）

大和郡山市

生駒市

天理市

奈良市
都地域

奈良市
月ヶ瀬地域

奈良市
（東部地域）
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簡易水道事業 1

東
部
地
域
等

水
道
整
備
事
業

水道事業 １
(旧 簡易水道事業 3)

・水道事業 1

旧奈良市水道局(現奈良市企業局)は、東部地域を上水
道化し１つの水道事業「奈良市水道事業」としました。

また、平成１７年に月ヶ瀬村、都村が市町村合併
で奈良市となりました。その後平成25年には月ヶ瀬地
域、都地域の簡易水道事業を市から移管を受け、奈
良市水道事業、月ヶ瀬簡易水道事業、都水道事業の3
つの水道事業を担うことになりました。

奈良市上下水道事業の沿革①

平成の大合併後
市から移管

市街地
地域

東部地域

旧奈良市全域

旧奈良市全域

月ヶ瀬
地域

都地域

・水道事業 1 ・簡易水道事業 18
・未普及地域

・水道事業 1
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奈良市上下水道事業の沿革②

・水道事業 1

簡易水道事業 1

水道事業 １

旧奈良市全域

月ヶ瀬地域

都地域

・流域関連公共下水道事業 1
・単独公共下水道事業 3
・農業集落排水事業 ４

・単独公共下水道事業
(特環) 1

・農業集落排水事業 3

旧奈良市全域

月ヶ瀬地域

平成26年に市から下水
道事業が移管
（地方公営企業法適用）

奈良市企業局の誕生

平成26年には下水道事業が市から移管され「奈良市水道局」から「奈良市企業局」へと変更
しました。上下水道事業を１つの事業体（企業局）で管理することになりました。
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市街地地域
（奈良県流域下水道）

７

月ヶ瀬地域東部地域

都祁地域

対象地域

下水道事業の区域
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下水道事業 基本事項（平成27年4月1日現在）

整備状況 公共下水道事業

行政人口（人） 363,051

処理人口（人） 330,910

水洗化人口（人） 313,371

処理面積（ｈａ） 4,983

認可面積（ｈａ） 6,652

整備率（％） 74.9

普及率（％） 91.1

水洗化率（％） 94.7

①青 山 清 水 園 ②平城浄化センター ③佐保台浄化センター ④月ヶ瀬地区浄化センター

所 在 地 青山一丁目 6 朱雀三丁目 13-1 佐保台三丁目 902-7 月ヶ瀬月瀬 398-1

供 用 開 始 昭和59.4.1 平成2.8.1 平成8.4.1 平成4.10.1

敷 地 面 積 （m2） 6,895.04 12,370.2 4,496 684 

計 画 人 口 （人） 5,000 22,300 2,400 930 

計画処理能力
（m3/日）

2,330 11,200 1,184 391 

汚 水 処 理 方 式
標準活性汚泥法

＋三次処理
標準活性汚泥法

＋三次処理
標準活性汚泥法

＋三次処理
オキシデーションディッチ法

放 流 先 鹿川―木津川 渋谷川―木津川 鹿川―木津川 清水川―名張川

公共施設の概要

整備状況 農業集落排水事業

処理人口（人） 6,008

水洗便所人口（人） 4,084

処理対象面積（ｈａ） 310

管路進捗率（％） 100

水洗化率（％） 67.9
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精華地区
浄化センター

田原地区
浄化センター

東部第１地区
浄化センター

東部第２地区
浄化センター

尾山地区
処理場

石打地区
処理場

長引地区
処理場

所在地 高樋 475-1 此瀬町 34番地
下狭川町
1718-3

柳生下町 406-1
月ヶ瀬尾山

2098
月ヶ瀬石打 1

月ヶ瀬長引 64-
3

供用開始 H13.7 H17.1 H19.3 H21.9 H2.5 H3.4 S62.4

敷地面積（㎡） 1,880 3,952 2,550 2,598 400 1,027 1,530 

計画人口（人） 1,470 2,100 2,610 2,430 770 660 240 

計画処理能力
（㎥/日）

397 567 705 657 254 218 79 

汚水処理方式
JARUSⅩⅣ
（リン対応）

JARUSⅩⅣ
P1型

JARUSⅩⅣ
GP型

JARUSⅩⅣ
GP型

JARUSⅢ型 JARUSⅢ型 JARUSⅠ型

放流先 菩提仙川 白砂川 白砂川 布目川 老間川 長谷川 名張川

農業集落排水処理施設の概要

１ ２ ３ ４ ７５ ６
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水道事業の区域

奈良市水道事業

都水道事業

月ヶ瀬簡易水道事業

水道事業について、３事業を運営しています。
奈良市水道事業

水道事業 都水道事業
月ヶ瀬簡易水道事業

月ヶ瀬行政
センター

企業局～月ヶ瀬行政
センターまで車で
約1時間！

局業企
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水道事業の基本事項
（平成26年度）

項目＼事業区分 奈良市水道事業 都水道事業 月ヶ瀬簡易水道事業

給水区域内人口（人） 355,683 5,848 1,516

計画給水人口（人） 400,000 5,700 1,950

給水人口（人） 355,092 5,325 1,486

給水戸数（戸） 168,379 1,932 470

給水栓数（栓） 121,753 2,048 597

普及率（％） 99.83 91.06 98.02

年間給水量（㎥） 43,960,580 757,014 150,586

年間有収水量（㎥） 39,550,162 717,102 142,739

有収率（％） 89.97 94.73 94.79
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小規模水道事業では、職員の技術力の低下が大きな課題となっています。

 小規模事業体では、職員の平均勤続年数が大規模事業体よりも少ない傾向にあります。こ
のことは小規模事業体ではノウハウを持った職員が少ないことを示しています。特に技術
系職員の経験年数は、大規模事業体と小規模事業体で２倍以上の差があります。

 一方で、職員一人当たりの管路延長は事業規模が小さくなるほど長くなります。小規模事
業体では、職員の負担がより大きいことを示しています。

 上記の傾向から、小規模事業体では職員の技術力の低下と負担の増大が喫緊の課題と言え
ます。

小規模水
道事業の

課題

小規模水道事業が抱える課題①

0 5 10 15 20 25

0～1万

1万～2万

2万～5万

5万～10万

10万～30万

30万～50万

50万～

職員の平均勤続年数

平均勤続年数

うち技術者

0 5 10 15 20 25 30

0～1万

1万～2万

2万～5万

5万～10万

10万～30万

30万～50万

50万～

職員一人当たり管路延長
（人）

～全体からみた視点～

平成26年度水道統計及び平成26年度地方公営企業年鑑より

（人）

（km）（年）
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小規模上下水道事業では、財政状況が厳しく、一般会計等の繰入金に頼らざるを
得ない状況となっています。

 ２万人以下の事業体では、料金収入だけで費用をまかなうことができていないことを示し
ています。

 また、損益勘定繰入金にのみ着目すると、小規模事業体は大規模事業体に比べて繰入金に
大きく依存していることがわかります。

 これらのことから、小規模事業体の財政は非常に厳しい状況となっています。

小規模上
下水道事
業の課題

小規模上下水道事業が抱える課題②

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

0～1万

1万～2万

2万～5万

5万～10万

10万～30万

30万～50万

50万～

営業収支比率

水道事業

下水道事業

（人）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

0～1万

1万～2万

2万～5万

5万～10万

10万～30万

30万～50万

50万～

損益勘定繰入金対総収益
水道事業

下水道事業
（人）

平成26年度水道統計及び平成26年度地方公営企業年鑑より
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小規模上下水道事業が抱える課題③

大規模事業

小規模
事業

大規模事業

・小規模事業体は、もともと職員数が少ない。

・統合した大規模事業体の職員数も減少傾向にある
ため、大規模事業体の職員で統合したすべてを維
持管理（もともと管理の仕方が違う）することが
難しい状況にある。

・経営面での統合は、効果があるものの管理体制面
では施設数が多くなり、面的な管理体制に課題が
ある。

新たな管理体制を構築する必要

財政エリア

維持管理エリア

維持管理エリア

広域化

小規模
事業 小規模

事業

小規模
事業

官民連携事業

【課題】
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対象地域では、広大な給水区域に施設等が分散化しているため、
市街地地域とは異なる特徴や問題点が顕在化しています。

企業局職員

対象地域

約３５万人 約１．２万人

約１，４００
億円

約２００億円

約１１９km2 約１５８km2

１７３名 １３名

固定資産

給水人口

面積

市街地地域

 職員一人あたりの給水人口（給水人口/職員）が少なく、同量の浄水を配るために多くの労
働力を要しています。つまり、労働力に依存した事業特性を有しています。

 職員一人あたりの固定資産（固定資産/職員）が多く、それに伴い職員一人あたりの維持管
理負担が重くなっています。

 単位固定資産あたりの給水人口（給水人口/固定資産）が少なく、規模（密度）の経済が働
きにくくなっています。広大な地域に施設や給水対象が分散化していることが要因です。

施設老朽化に伴う更新・保守の増大が見込まれる 労働力の減少に伴う上下水道担い手の不足が懸念される

対象地域
の特徴

市街地地域と対象地域の比較

対象地域の問題点
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対象地域の特徴から生じる施設面及び人員面での課題を解決
するためには市街地地域と異なる事業管理体制を設けること
が求められます。

広範囲に分散化された施設の老朽化が進み、今後大量の施設の更新と維持管理負担の増大
が予測されます。そのため、改築更新及び保守を一体的に効果的に行うと共に、施設不具
合発生時には即時対応できる体制を確保しなければなりません。

課題①
(施設面)

多くの施設を限られた職員で維持管理する必要があるため、地域に密着した多様な仕事を
遂行できるジェネラリストとしての役割が職員一人一人に求められます。今後、労働力が
減少する中で、その人材を育成し確保しつづけなければなりません。

課題②
(人員面)

企業局

官民連携会社

民間事業者

人材交流

地元採用
即時対応

 建設工事業者などの民間事業者が少ない対象
地域では特に、施設の故障時の即時対応性を
整え、かつ広範囲に分散化され更新時期を迎
える大量の施設の更新を効果的に行うため、
民間事業者をパートナーとした官民連携会社
を設立し、官民共同で公共施設等運営事業を
行うことが必要と考えられます。

 また統合された多様な仕事を遂行できる人材
の育成と確保が求められますが、それには実
務教育の場と多くの時間が必要とされます。
官民連携会社を設立することで、官民間での
人材交流を通じ当該人材を育成していくこと
は当然として、プロパー職員を採用すること
で、地域に密着した技術者の育成も行います。

課題解決への方法

対象地域

課題解決方法のイメージ

対象地域の課題解決方法
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公共施設等運営権制度を活用した事業スキーム(案)

奈良市企業局

国

奈良市

上水道使用者
下水道使用者

上水道施設
下水道施設

官民連携会社

民間事業者

国庫補助金

一般会計繰出金

利用料金

出資

所有

運営事業
実施契約

運営権
対価

経営補助
(サービス対価)

国庫補助金
（相当額）

運転・維持管理
改築・更新

出資サービス

モニタ
リング
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【やるべき「備え」】

① 官民連携会社の設立(技術力の継承)
－企業局とパートナー事業者で共同出資し行政ガバナンスが

働く会社を設立する
－上下水道を守れる人材の雇用および育成

② 上下水道サービスを行う人員の確保(適正な人員の配置)
－プロパー職員の雇用による人員配置
－官民連携会社で行政の制度に縛られない柔軟な雇用形態を

活用

③ 老朽施設の改築・更新(サービス水準の維持)
－長期契約によるコストパフォーマンスの実現
－改築更新費用をある程度市が負担することによる運営権事

業期間にわたる改築更新工事の確保

課題に関する考え方
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【設立目的】企業局が５１％の出資をする行政のガバナンスが働く株式会社として設立し、
民間の経営など様々なノウハウを活用し東部・月ヶ瀬・都地域の上下水道事
業を永続的にマネジメントする会社です。

官民連携会社の設立(技術力の継承)

プロパー職員の育成

【技術力の継承】
官民連携会社では、市の人事制度や人事異動に縛ら

れない、雇用の自由度を活かし、地域専従社員（プロ
パー社員）を雇用できるのも魅力の１つです。

プロパー社員に企業局のノウハウと民間事業者であ
るパートナー事業者のノウハウで、未来の上下水道の
担い手を育成し、更なる維持管理体制を構築できるこ
とが期待できます。

企業局 民間

ノ
ウ
ハ
ウ
の
共
有

【社内での研修】
技術の継承をOJTで行っていく

【外部への研修】
技術者を育てるため外部研修にも参加する
例：パートナー事業者の社内研修など

簡易な修理やメンテナンスができ
る社員を育てる

地域密着型の維持管理体制の確立

地域の上下水道を守れる人材の雇用
および育成

＋

パートナー
事業者

官民連携会社企業局

出資比率５１％ 出資比率４９％
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現状 事業開始後

企
業
局

民
間
事
業
者

事業計画の策定

検査・モニタリング

その他業務（補助金・認可申請等）

建設投資計画業務

建設更新計画業務

管路の設計及び工事監督

各施設の監視業務

調達・管理

料金の徴収・窓口収納

検針業務・開閉栓

設備の設計

管路・設備の工事

管路・設備の修繕

事業計画の策定

検査・モニタリング

その他業務（補助金・認可申請等）

建設投資計画業務

建設更新計画業務

管路の設計及び工事監督

各施設の監視業務

調達・管理

運転管理業務

設備の設計

管路・設備の工事

管路・設備の修繕

料金の徴収・窓口収納

検針業務・開閉栓

市が引き続き実施する業務

市から官民連携会社に
委託する業務

業
務
を
ま
と
め
て
委
託
す
る
こ
と
で
効
率
性
が
向
上

業
務
が
分
割
さ
れ
て
委
託

企
業
局

官
民
連
携
会
社

運転管理業務

官民連携会社の業務範囲（例）
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企業局職員

将
来
的
な
ビ
ジ
ョ
ン

東部・月ヶ瀬・都地域

約３５万人
約１．２万人

約１，４００億円 約２００億円

約１１９km2
約１５８km2

固定資産

給水人口

面積

市街地地域

奈良市

広域化＋官民連携

①適正な人員配置を実施するための手法としての
委託先に企業局が出資する会社を設立し、上下水
道事業を官民連携するという選択。

②更なる人口減少時代に到来した場合においても、
プロパー職員が育ち、永続的に維持管理可能。

パートナー
事業者

職員 プロパー
社員

委託先（官民連携会社）

①経営基盤を強化するため隣接市町などと連携
し、施設の広域的な有効利用、統廃合を含めた
広域化するという選択。

②広域化に伴い、技術系職員が不足することが
懸念されるため、適正な人員配置を可能にする
ため官民連携するという選択。

他自治体

＋

適正な人員配置
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効 果

・官民連携会社設立により技術者の採用が

期待でき技術力が確保される

・地域に根ざした技術者が育成され永続的

に技術力が担保される

・長期的視点での費用対効果に優れた最適

投資が可能となる

・効率的なオペレーションにより運転費用

が縮減される

・長期契約により経営自由度が増し、経営

ノウハウを活かした効率運営が可能となる

・柔軟な調達制度により効率的な調達が可

能となり費用縮減効果が期待できる

・地域振興や任意事業の具現化、実現化

官民連携事業における期待効果

人員
（ヒト）

施設
（モノ）

財務
（カネ）

経営の

自由度

期待すること

・公務員の人事制度に縛られない柔

軟な人員の採用・配置

・民間活用による技術者の確保

・維持管理と改築更新の一体的管理

による効率的投資

・民間のノウハウを活かした効率的

なオペレーション

・民間の経営ノウハウの活用

・公共調達制度に縛られない柔軟な

調達制度の活用

・経営の自由度を発揮し多様な取組
みを実行

官
民
連
携
事
業
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想定スケジュール
 実施方針の公表

 実施方針への質問募集・回答

 特定事業の選定

 募集要項等の公表

 募集要項等に関する説明会及び現地見学会

 募集要項等に関する質問への回答

 参加資格審査書類及び提案概要書の提出

 参加資格審査結果の通知

 附帯事業及び任意事業に関する予備的審査結果の通知

 現地調査及び競争的対話

 提案書類の提出

 優先交渉権者の選定、基本協定の締結

 運営権設定、実施契約の締結

 本事業開始

平成３０年度以降

～
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